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Ⅰ は じ め に

国際的に, 男女間賃金格差は各国共通の問題と

して議論されてきた｡ この問題を解決するために,

各国では様々な労働政策が実施されているものの,

男女間賃金格差は依然として存在する｡ 男女間賃

金格差が生じる理由としては, Oaxaca (1973),

Mincer and Polacheck (1974) や�口 (1991) な

どでは, 男女における ｢人的資本｣1)の量の相違

(属性格差 differentials) および人的資本の量が同

じでも男女賃金が異なること (差別 discrimina-

tion) の二つがあると説明されている｡ 一方,

『OECD 労働市場と社会政策臨時報告』 (1990)2)に

よって, ｢賃金決定制度｣ が EU 各国における男

女間賃金格差の主要な要因の一つであることが指

摘されている｡ 賃金決定制度は, 法規制 (国家の

介入) および労働組合の団体交渉によって決定さ

れるマクロレベルの賃金決定制度, および企業に

おける個別レベルの賃金決定制度の二つに分けら

れる｡ 前者の影響力が後者より強くなると, ｢集

権型の賃金決定制度｣ と呼ばれ, 逆の場合には,

｢分権型の賃金決定制度｣ と呼ばれる｡ Blau and

Kahn (1992, 1996, 1997) や Kidd and Shannon

(2002) などの実証研究によって, 賃金決定制度

が欧米の各国における男女間賃金格差の差異に影

響を与えることが示されている｡ しかし, 以上の

研究では日本および中国が分析対象に入っていな

かった｡

日本と中国の状況をみると, 両国における労働

市場の状況が異なるため, 男女間賃金格差の状況

およびその形成要因は同じではない｡ 中国では,

計画経済時期 (1949～1977 年) に ｢男女平等の労

働政策｣ が強化され, 男女間賃金格差が小さかっ

たが, 90 年代以降, 市場経済の改革に伴って男

女間賃金格差が拡大し, 人的資本, とくに男女間

の教育水準の違いがその格差の拡大に影響を与え

たことが指摘されている (Gustafsson and Li 2000；

馬 2005a)｡ 一方, 日本では, 40 年代の ｢同一労

働同一賃金原則｣, 80 年代後半以降の ｢男女雇用

機会均等法｣ や ｢男女共同参画｣ などの法規制の

実施に伴って男女間賃金格差が縮小したが, 他の

先進国に比べ, 男女間賃金格差は依然大きい3)｡

その主要な理由は人的資本, とくに男女間の勤続

年数の違いにあることが示されている(�口 1991；

三谷 1995)｡

また, 中国において, 計画経済時期には ｢統一

分配統一賃金｣ の労働政策が確立され, 国有企業

における賃金総額, 従業員の賃金基準および昇級・

昇給は政府によってコントロールされていた｡ そ

の時期における賃金決定制度は典型的集権型であっ

たが, 経済改革時期 (1978～現在) に入ると, 国

有企業における賃金決定の自主権の拡大および非

国有企業の発展に伴って賃金決定制度は集権型か
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ら分権型に転換した (Kidd and Meng 2001；丸川

2002；馬 2006a)4)｡ 一方, 日本における賃金決定

制度の主要な特徴は ｢春闘｣ である｡ これは, 年

一回, 春にパターンセッター産業の労使交渉で春

闘相場が決定され, これが各産業・企業に波及し

ていくというものである｡ 高度成長期に春闘を通

じて賃金決定制度が集権化したが, 90 年代以降

の経済不況期に, 春闘の影響力が低下し, また,

多くの企業において, ｢成果主義賃金制度｣ が導

入された結果, 賃金決定制度が分権型になりつつ

ある (�梨 1989；労働政策研究・研修機構 2006)｡

以上から, 日本と中国における人的資本および

賃金決定制度の状況が異なり, これらの要因が日

本および中国における男女間賃金格差の差異 (以

下, 本稿ではこのことを ｢日中の差異｣ と呼ぶ) に

影響することがうかがえるが, 具体的に人的資本

および賃金決定制度はどの程度日中の差異に寄与

しているかが明確になっていない｡ 本稿では, 日

中における労働市場の状況を理解するため, 両国

における男女間賃金格差の差異の要因を解明する｡

論文構成としては, Ⅱでは先行研究をサーベイ

し, Ⅲでは分析枠組を説明する｡ Ⅳで計量分析を

行い, Ⅴは分析から得られた結果のまとめである｡

Ⅱ 先行研究と本稿の位置づけ

1 先行研究

男女間賃金格差の形成要因について, さまざま

な理論仮説が提出されているが, 以下では, 人的

資本理論および賃金決定制度について説明した上

で, この二つの要因に関する先行研究をサーベイ

する｡

(1)人的資本

｢人的資本理論｣ (Becker 1964) によれば, ｢教

育水準｣ (学歴) を通じて形成される ｢一般的人

的資本｣ と仕事を通じて技能・知識を習得する機

会, すなわち ｢企業内の教育訓練｣ によって形成

される ｢企業特殊的な人的資本｣ の上昇によって

従業員の生産性が向上するため, 賃金が上昇する

ことが説明されている｡ ｢人的資本理論｣ に従え

ば, 学歴および勤続年数 (あるいは経験年数) に

おける男女格差が大きいほど, 男女間賃金格差も

大きいと考えられる｡

(2)賃金決定制度

｢賃金決定制度｣ は, 法規制 (国家の介入) およ

び労働組合の団体交渉によって決定されるマクロ

レベルの賃金決定制度, および企業における個別

レベルの賃金決定制度の二つに分けられる｡ 前者

の影響力が後者より強くなると, ｢集権型の賃金

決定制度｣ と呼ばれ, 逆の場合には, ｢分権型の

賃金決定制度｣ と呼ばれる｡

分権型の賃金決定制度が男女間賃金格差に与え

る影響には二つの効果があると考えられる｡ まず

分権型の場合, ｢雇用主の偏見仮説｣ (Becker

1960) および ｢統計的差別仮説｣ (Arrow 1973;

Phelps 1972) によって, 労働需要側による男女差

別が生じ, 男女間賃金格差が拡大する (差別によ

る負の効果)｡ 一方, 分権型では, 完全競争市場

に近づき, 男女差別が小さい企業が市場を通じて

生き残るため, 男女間賃金格差は縮小する (市場

競争による正の効果)｡ 分権型の賃金決定制度が男

女間賃金格差に与える影響は, このような ｢正の

効果｣ と ｢負の効果｣ をあわせたものであると考

えられる｡

(3)実証分析のサーベイ

男女間賃金格差の国際比較に関する代表的な実

証分析の方法は JMP モデル5)による要因分解で

ある (Juhn, Murphy and Pierce 1991)｡ 以下では

JMP モデルを利用した先行研究の分析結果をま

とめる｡

Blau and Kahn (1992, 1996, 1997) は, 人的資

本および賃金決定制度がアメリカおよび EU 各国

における男女間賃金格差に影響を与え, 集権型に

比べて分権型の場合に, 男女間賃金格差が大きい

ことを証明している6) ｡ Kidd and Shannon

(1996) は, カナダに比べてオーストラリアにお

ける男女間賃金格差が小さい理由は, 人的資本に

おける男女格差が小さいことおよびオーストラリ

アの賃金決定制度が集権型的なものであることだ

と指摘している｡

Kidd and Shannon (2002) は 80 年代における

オーストラリアとイギリスの男女間賃金格差の変

化について検証を行っており, 80 年代に人的資
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本がオーストラリアにおける男女間賃金格差の縮

小に寄与したことを示している｡ また, 賃金決定

制度がイギリスにおける男女間賃金格差に大きく

影響を与えたことを示している｡ すなわちイギリ

スにおいて男女間賃金格差がオーストラリアより

も大きいのは, イギリスの賃金決定制度が相対的

に分権型的であることによると述べている｡

中国の実証研究について, Gustafsson and Li

(2000) および 馬 (2005a) は中国家計調査の 1988

年, 1995 年および 1999 年の個票を用い, 市場経

済時期に中国・都市部における男女間賃金格差が

拡大し, 人的資本がその格差拡大に強く影響した

ことを指摘している｡ Hughes and Maurer-Fazio

(2002) は 1992 年の中国労働市場調査プロジェク

ト (CLMRP) のデータを利用し, 既婚者と独身

者に分けて分析し, 人的資本が既婚者の賃金に与

える影響は未婚者より大きいが, いずれも学歴が

高いほど男女間賃金格差は小さいことを証明して

いる｡ Liu, Meng and Zhang (2000) は 1996 年

の上海社会科学研究所の人口調査データおよび

1995 年の中国社会科学院の山東省済南市・人口

調査のデータを利用し, 企業を, ｢国有企業｣ ｢集

団企業｣ および ｢外資企業｣ の三つに分けて分析

し, いずれも人的資本が男女間賃金格差に大きく

影響を与えることを示している｡ また Kidd and

Meng (2001) は国有企業のパネルデータ (1981-

1987) を用い, 国有企業における賃金決定制度が

集権型から分権型に変化すると, 男女間賃金格差

が縮小することを指摘している｡

日本の既存研究について, 八代 (1980), 冨田

(1988), �口 (1991) および三谷 (1995) は男女

間の勤続年数の相違が日本における男女間賃金格

差に大きく影響を与えることを示している｡ また

中田 (1997) などの研究によって, 日本企業内部

の賃金制度, とくに ｢年功賃金制度｣ が世帯主と

しての男性を優遇し, それが男女間賃金格差に大

きく影響を与えることが指摘されている｡

2 仮説設定および本稿の特徴

以上で説明した日本と中国における労働市場の

状況および先行研究を参照し, 本稿では以下のよ

うな二つの仮説を設定している｡

〈仮説 1〉 人的資本および賃金決定制度が日中

の差異に影響を与える｡

〈仮説 2〉 これらの要因が日中の差異に与える

影響は人的資本のほうが賃金決定制度より大きい｡

まず日本と中国において, 両国における人的資

本および賃金決定制度の状況およびその賃金への

影響が異なり, これらの要因が日中の差異に寄与

すると予想される｡ また, 両国とも, 90 年代以

降, 賃金決定制度が集権型から分権型に変化し,

このような賃金決定制度の変化が日中の差異に影

響を与えると考えられるが, 人的資本の影響に比

べて小さいことが予想される｡

ところで, 1であげた先行研究にはいくつかの

問題点があると考えられる｡ 第一に, 実証分析で

日中比較が行われていないため, 日中の差異の要

因が明らかになっていない｡ 第二に, 先行研究で

は, 賃金決定制度に関する実証分析が行われてい

ないため, 賃金決定制度が日中の差異に与える影

響が明確になっていない｡ 第三に, JMP モデル

を用いた分析の多くは, 経験年数のみが人的資本

の代理変数として利用されていたが, 女性が就業

を中断する場合に, 経験年数が同じでも, 勤続年

数が異なる可能性があるため, 賃金関数の推定に

バイアスがあると考えられる (Rummery 1992)｡

第四に, 賃金の平均値のみを利用した場合, 賃金

関数の推定にデータ自身における異質性の問題が

残ると議論されているが, 日中の先行研究では,

この問題が考察されていない (Koener and

Bassett 1982; Wu 1986)｡

それゆえ本稿では, 先行研究の問題を踏まえ,

以下の三つの分析を行う｡ 第一に, JMP モデル

を利用して要因分解を行い, 人的資本と賃金決定

制度が日中の差異に与える影響を明らかにする｡

第二に, ｢経験年数モデル｣ および ｢勤続年数モ

デル｣ を利用し, 両方の効果を区別して分析する｡

第三に, 賃金関数の比例回帰分析 (quantile re-

gression analysis) を行い, これによってデータ

自身における異質性による推定バイアスの問題を

考察する｡
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Ⅲ 分 析 枠 組

1 推定モデル

計量分析の手順としては, まず OLS によって

賃金関数を推定し, 次に賃金関数の推定結果を

JMP モデルに代入し, 要因分解を行う (Juhn,

Murphy and Pierce 1991)7)｡ 最後に賃金関数の比

例回帰分析を行う｡

賃金関数の推定方法について, OLS の推定に

サンプル・セレクションの問題 (Heckman 1976)

が起こると考えられるが, Manski (1989) は, ヘッ

クマンの二段階の推定結果に識別制限 (identify-

ing restrictions) や頑健性の欠如 (general lack of

robustness) などの問題があることを議論してい

る｡ また馬 (2005a) は CHIP1999 を利用し, ヘッ

クマン二段階推定による要因分解の結果が OLS

の結果に比べてわずかに 1％の差しかないことを

示している｡ 以上のことを考え, 本稿では OLS

賃金関数の推計を行う｡ 以下では, 推定式につい

て説明しよう｡

まず OLS 法による賃金関数の推定式は式(1)で

示される｡

��� ���������� (1)

式(1)の ��は賃金に影響を与える各要因 (例え

ば, 学歴, 経験年数, 勤続年数, 職業, 産業), ��は

誤差項である｡

男女間賃金格差の差異の分解式について, Juhn,

Murphy and Pierce (1991) に従って, 式(1)の

残差 ��を再分解すると, 式(1)は式(2)のように

展開される｡

�中��日 ����中���日��
��

日

①人的資本の量の差

���中��
��

中��
��

日�

②観察される価格の効果

����中���日��
�
日

③ギャップ効果

���中��
�
中��

�
日�

④観察されない価格の効果 (2)

式(2)の �中 は中国における男女賃金の平均値

の差であり, これは ｢男性の平均賃金率－女性の

平均賃金率｣ によって計算され, �日 は同様の方

法で計算された日本における男女賃金の平均値の

差である｡ �中��日 は日中における男女間賃金

格差の差異である｡ ��は男女における各説明

変数の平均値, �
�� は男性における賃金関数の推

定係数, ��は男女間の賃金残差の差, �
� は男

性の賃金残差の標準分散である｡

この各推計値の意味について説明する｡ 第一項

①は人的資本の量の差 (human capital effect) で

あり, 第二項②は観察される価格の効果 (the ob-

served price effect) である｡ 第三項③は男女間

の観察されない人的資本の差 (gap effect) であ

り, 第四項④は男女間の観察されない価格の効果

(the unobserved price effect) である｡ ①と③の

合計値は人的資本の総合効果を示し, また, ②と

④の合計値は賃金構造の格差 (wage structure dif-

ferentials), すなわち賃金決定制度の総合効果を

示している8)｡ ①と③の合計値によって, 仮説 1

を検討し, また, ②および④の合計値によって,

仮説 2 を検討する｡

次に, 比例回帰分析の賃金関数の推定式は式(3)

によって示される｡

���������	������

���	
��
�������
	

� ��	��� (3)

式(3)では, �������
���は第 �分布比例の条

件づけ ��の賃金関数であり, �	はそれぞれの説

明変数の推定係数である｡ 式(3)によって, 平均

値を含む中間値および指定される各比例分布にお

ける賃金関数が推定できる｡ データ自体における

異質性の問題が存在すれば, 分布比例 �によっ

て, 条件づけ賃金関数の推定値が異なる結果が得

られる｡

2 変数設定

一般的に賃金関数の推定では, 被説明変数とし

て ｢時間あたり賃金率の自然対数｣ を用いる｡ し

かしながら, 中国の場合, CHIP1999 には ｢労働

時間｣ の設問がない｡ よって, 本稿では 日本の

被説明変数として ｢時間あたり賃金率の自然対数｣
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を用い, 中国の被説明変数として ｢年間平均賃金

の自然対数｣ を用いる9)｡

説明変数については, まず, 経験年数, 学歴,

職業および産業を, 人的資本を示す代理変数とし

て設定する｡ また勤続年数および経験年数の効果

を考察するために, 勤続年数および経験年数を別々

に説明変数として設定する10)｡

3 データ

中国のデータは 1999 年中国家計調査の個票

(CHIP1999) を利用する｡ CHIP1999 調査は 2000

年 1 月に国家統計局の中国都市部世帯調査

(SBB) から, 3799 世帯を抽出し, 1 万 2060 人の

個人に対し, 中国社会科学院・経済研究所が実施

した大規模の中国家計調査である｡ 調査範囲は 6

省市 (北京市, 甘粛省, 江蘇省, �寧省, 山西省,

河南省)11)を含み, 一般の機関・団体が実施した調

査より信頼度が高い｡

日本のデータは 2004 年慶應義塾大学家計パネ

ル 調 査 (KHPS2004) の 個 票 を 使 用 す る ｡

KHPS2004 は慶應義塾大学によって, 2004 年 1

月末に第 1 回目の調査が実施された家計パネル調

査である｡ KHPS2004 は日本全国を代表するよう

に選ばれた 4000 人を対象に実施され, 対象者の

就業や所得などの幅広い項目を調査している｡

分析対象の年齢を 20～60 歳に限定し, 欠損値

を除外すると, 中国においては, 男女計 5075 人,

うち男性 2736 人, 女性 2339 人になる｡ 日本にお

いては男女計 1447 人, うち男性 880 人, 女性

567 人になる｡

標本の平均値を観察すると, 日本における男女

間賃金格差が中国より大きいことが見て取れる｡

中国に比べ, 日本においては, 男女間の経験年数

の差異は小さいが, 男女間の勤続年数の差異は大

きい12) ｡ また男女間の教育水準の相違は日本の

ほうが中国より大きい (表 1)｡

各要因別・男女間賃金格差の状況は表 2 に表し

ている｡ 年齢別および勤続年数別の男女間賃金格
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表 1 標本の記述統計量

中国 日本

男性 女性 男－女 男性 女性 男－女

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値の差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値の差

賃金の自然対数 8.9403 0.6396 8.6938 0.7519 0.2465 7.5314 0.6042 7.0102 0.5698 0.5212

経験年数 23.086 8.686 19.959 7.668 3.1270 24.319 13.122 23.342 12.945 0.9770

勤続年数 19.627 9.4067 17.371 8.0225 2.2560 12.893 11.764 6.6737 7.8334 6.2193

中学 30.56％ 0.4607 29.59％ 0.4565 0.97％ 8.52％ 0.2794 5.29％ 0.2241 3.23％

高校 23.57％ 0.4245 30.27％ 0.4595 －6.70％ 43.64％ 0.4962 56.44％ 0.4963 －12.80％

短大・専門 33.88％ 0.4734 33.43％ 0.4719 0.45％ 7.50％ 0.2635 22.40％ 0.4173 －14.90％

大学 11.99％ 0.3249 6.71％ 0.2503 5.28％ 40.34％ 0.4909 15.87％ 0.3657 24.47％

技術・専門職 49.20％ 0.5000 44.63％ 0.4972 4.57％ 17.73％ 0.3821 15.87％ 0.3657 1.86％

非技術労働職 10.12％ 0.3017 14.62％ 0.3534 －4.50％ 34.09％ 0.4743 10.76％ 0.3101 23.33％

事務職 16.34％ 0.3698 19.45％ 0.3959 －3.11％ 13.41％ 0.3409 31.39％ 0.4645 －17.98％

サービス職 4.06％ 0.1973 12.23％ 0.3277 －8.17％ 15.00％ 0.3573 35.10％ 0.4777 －20.10％

その他 20.29％ 0.4022 9.06％ 0.2872 11.23％ 19.77％ 0.3985 6.88％ 0.2533 12.89％

農・林・漁業 4.06％ 0.1973 3.42％ 0.1818 0.64％ 0.57％ 0.0752 1.06％ 0.1024 －0.49％

製造業 33.08％ 0.4706 35.23％ 0.4778 －2.15％ 25.23％ 0.4346 15.17％ 0.3590 10.06％

鉱業 4.71％ 0.2120 4.23％ 0.2014 0.48％ 2.27％ 0.1491 0.35％ 0.0593 1.92％

建設業 5.15％ 0.2211 3.98％ 0.1954 1.17％ 12.50％ 0.3309 3.00％ 0.1707 9.50％

運輸･情報通信業 11.48％ 0.3188 7.61％ 0.2652 3.87％ 13.86％ 0.3458 5.11％ 0.2205 8.75％

卸業・小売業・飲食業 6.18％ 0.2408 11.12％ 0.3144 －4.94％ 10.91％ 0.3119 25.75％ 0.4376 －14.84％

不動産業 1.64％ 0.1272 2.01％ 0.1404 －0.37％ 3.18％ 0.1756 6.17％ 0.2409 －2.99％

衛生・体育・社会福祉業 0.99％ 0.0989 0.86％ 0.0921 0.13％ 1.02％ 0.1007 0.35％ 0.0593 0.67％

教育・芸術・テレビ放送業 3.14％ 0.1745 6.11％ 0.2396 －2.97％ 12.05％ 0.3257 15.34％ 0.3607 －3.29％

科学・技術サービス業 3.98％ 0.1956 5.52％ 0.2283 －1.54％ 2.84％ 0.1662 12.35％ 0.3293 －9.51％

金融・保険業 9.69％ 0.2958 10.09％ 0.3013 －0.40％ 3.30％ 0.1786 5.47％ 0.2275 －2.17％

公務 11.95％ 0.3245 7.01％ 0.2554 4.94％ 9.55％ 0.2940 6.70％ 0.2503 2.85％

その他 3.95％ 0.1948 2.82％ 0.1656 1.13％ 2.73％ 0.1630 3.17％ 0.1755 －0.44％

2736 2339 880 567

出所：CHIP1999および KHPS2004の個票により筆者作成｡



差について, いずれも日本は中国より大きい｡ 日

本における男女間賃金格差は特に勤続年数 ｢10～

14 年間｣ の層で大きい｡ この理由は, 日本企業

では昇進格差が就職 10～14 年間に出現すること

にあると考えられる｡ つまり昇進における男女差

別 (昇進の天井 glass ceiling) が存在するため, 勤

続年数の ｢10～14 年間｣ に男女間の昇進昇給の

格差が拡大し, 男女間賃金格差が拡大することが

考えられる (日本労働研究機構 1994；梅崎 2005)｡

すなわち, 男性を優遇する日本企業の人事制度に

よって男女間賃金格差が拡大していることが示唆

される｡ 学歴別の男女間賃金格差は日本のほうが

中国より大きいが, 日中とも, 学歴が高いほど,

男女間賃金格差が小さいことがわかる｡

以上から, 学歴および勤続年数の要因が日中の

差異に関連することがうかがえるが, これらの要

因がどの程度日中の差異に寄与しているかは必ず

しも明確ではない｡ 以下では, 日中の差異の要因

に関する計量分析を行い, その推定結果について

説明しよう｡

Ⅳ 推 定 結 果

1 賃金関数の推定結果

経験年数の基本モデル13)の分析結果は表 3 の通

りである｡ 経験年数は, 中国男性に比べて, 日本

男性の賃金に強く影響する｡ また経験年数は中国

女性の賃金にプラスの有意な影響を与えるが, 日

本女性の賃金には有意な影響を与えない｡ 学歴に

ついて, 高校をレファレンスグループにすると,

両国とも, 学歴が高いほど男女の賃金が高い｡ こ

の結果は人的資本理論に整合的である｡ また両国

とも, 学歴が賃金に与える影響は女性のほうが男

性より大きい｡

勤続年数の基本モデルの結果を示したものが表

4 である｡ 両国とも, 勤続年数および学歴が男女

賃金に与える影響は ｢経験年数の基本モデル｣ と

ほぼ同様である｡ しかし, 経験年数に比べ, 勤続

年数が男女の賃金に与えるプラスの影響は小さい｡

このことは, 経験年数の効果には年齢の効果と勤
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表 2 日本と中国における男女間賃金格差の状況

中国 日本

年齢 男性 女性 女/男 男性 女性 女/男

20-29歳 7401.42 6470.24 87.42％ 2087.85 1288.77 61.73％

30-39歳 8466.91 7256.21 85.70％ 2437.26 1444.63 59.27％

40-49歳 9337.95 7529.38 80.63％ 2580.87 1579.94 61.22％

50-59歳 9813.20 8589.19 87.53％ 2530.10 1289.45 50.96％

中国 日本

勤続年数 男性 女性 女/男 男性 女性 女/男

0-4 8981.85 6418.61 71.46％ 1883.76 1231.58 65.38％

5-9 9206.46 7115.46 77.29％ 2185.87 1314.14 60.12％

10-14 8878.38 7488.72 84.35％ 2673.52 1241.51 46.44％

15-19 8834.65 7421.28 84.00％ 2876.32 1476.31 51.33％

20-24 8546.43 7213.49 84.40％ 3314.31 1993.92 60.16％

25-29 9355.91 7606.71 81.30％ 3265.86 2099.15 64.28％

30-34 9797.38 8689.87 88.70％ 3260.68 2347.95 72.01％

35-39 10678.41 10403.85 97.43％ 3435.69 2349.51 68.39％

中国 日本

学歴 男性 女性 女/男 男性 女性 女/男

中学 7457.55 5788.71 77.62％ 1848.45 951.24 51.46％

高校 8129.05 6634.10 81.61％ 2025.07 1268.74 62.65％

短大 9920.68 8864.25 89.35％ 2000.73 1394.71 69.71％

大学 12624.01 11014.55 87.25％ 2614.31 1724.36 65.96％

出所：CHIP1999および KHPS2004の個票により筆者作成｡

注：表の中での数値について, 中国は年間平均賃金の値 (元/年) であり, 日本は時間当

たり賃金率 (円/時間) である｡



続年数の効果の二つが含まれていることによって

説明できる｡ すなわち, 経験年数の効果は, ｢生

活保障による年功効果｣ (年齢の効果として表され

る) と ｢人的資本による年功賃金効果｣ (勤続年数

の効果として表される) の二つからなる｡ このこ

とによって, 経験年数の推定値が勤続年数より大

きくなると考えられる｡ 小野 (1989) でも, 生活

保障による年功効果が賃金に大きく影響を与える

場合に, 勤続年数の推定値が経験年数により小さ

いと述べられている｡ 勤続年数の拡張モデルの結

果と経験年数の拡張モデルの結果も基本モデルの

推定結果とほぼ同様な傾向がみられる｡

2 JMPモデルによる要因分解の結果

次に要因分解の結果をみてみよう｡ その結果は

表 5 に示している｡ 日本と中国における男女間賃

金格差の差異 (�中��日) をみると, 日本の値が

中国に比べて 0.2747 上回り, 日本における男女

間賃金格差が中国より大きいことが明らかになっ

た｡ 要因分解の結果について, どのモデルでもほ

ぼ同様な傾向がみられる｡ そのため, 以下では勤

続年数の拡張モデルの結果について詳しく説明す

る｡

第一列①の結果は男女間の人的資本の量の違い

を示す｡ この推定値が－0.1557 であり, 各属性

の中では勤続年数の推定値が－0.1241 で一番高

い値を示している｡ よって, 勤続年数における男

女格差が日本と中国における男女間賃金格差の差

異の主要な要因であることが示される｡ この理由

は日中の女性における就業状況が異なることにあ

ると考えられる14)｡ また, 他の日中における男女

間賃金格差の差異の要因についてもみてみよう｡
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表 3 日本と中国における男女別・賃金関数 (経験年数モデル)

中国 日本

男性 女性 男性 女性

基本モデル 係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値

経験年数 0.0292*** 4.42 0.0251*** 3.01 0.0775*** 15.54 0.0045 0.67

経験年数二乗 －0.0003** －2.41 －0.0002 －0.77 －0.0013*** －12.36 －0.0001 －0.77

中学 －0.1697*** －5.04 －0.2355*** －5.87 －0.0763 －0.84 －0.1926* －1.86

短大 0.2066*** 6.96 0.3223*** 9.64 0.1487** 2.44 0.1649*** 3.01

大学 0.5024*** 13.92 0.6289*** 13.08 0.3527*** 9.07 0.3672*** 5.12

常数項 8.3982*** 112.84 8.1856*** 96.94 6.5047*** 116.03 6.8984*** 87.44

Number of obs 2736 2339 880 567

Prob>F 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

R-squared 0.1304 0.1459 0.2629 0.0745

Root MSE 0.5970 0.6956 0.5203 0.5505

拡張モデル
経験年数 0.0313*** 5.16 0.0273*** 3.30 0.0674*** 13.45 －0.0009 －0.13

経験年数二乗 －0.0004*** －3.22 －0.0003 －1.38 －0.0012*** －11.17 0.0000 －0.09

中学 －0.1413*** －4.32 －0.2042*** －5.36 －0.0075 －0.08 －0.1536 －1.51

短大 0.1216*** 4.17 0.1769*** 5.22 0.0933* 1.65 0.0297 0.51

大学 0.3419*** 8.99 0.3649*** 7.03 0.2286*** 5.38 0.1342 1.60

職業 有り 有り 有り 有り

産業 有り 有り 有り 有り

常数項 8.2193*** 107.42 8.5636*** 84.04 6.8579*** 86.10 7.0424*** 70.26

Number of obs 2736 2339 880 567

Prob>F 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

R-squared 0.2144 0.2333 0.3529 0.2020

Root MSE 0.5691 0.6619 0.4920 0.5187

出所：CHIP1999および KHPS2004より推定｡

注：1) *, **, ***はそれぞれ有意水準10％, 5％, 1％を示す｡

2) OLS の推定で, robust 修正を行う｡

3) 学歴のレファレンスグループ＝ ｢高校｣, 職業のレファレンスグループ＝ ｢事務職｣, 産業のレファレンスグループ＝ ｢製造業｣ で

ある｡

4) 拡張モデルでは, 職業および産業を推定したが, 本稿では掲載で省略している｡



第二列② (観察される価格) の推定値は－0.0090

であり, 第三列③ (男女間の観察されない人的資本

の差) の推定値は－0.1579 であり, 第四列④ (観

察されない価格) の推定値は 0.0479 であることが

それぞれ示されている｡

仮説 1 (｢人的資本および賃金決定制度が日中の差

異に影響を与える｣) の検証結果が①と③の合計値,

および②と④の合計値によって検証される｡ ①と

③の合計値は人的資本の総合効果を示し, その推

定値は－0.3154 である｡ また, ②と④の合計値

は賃金決定制度の総合効果を示し, その推定値は

0.0407 である｡ この二つの要因がいずれも日中

の差異に寄与したことが明確であり, 仮説 1 が検

証された｡ また, 仮説 2 (｢人的資本および賃金制

度が日中の差異に与える影響は人的資本のほうが賃

金決定制度より大きい｣) を検証するために, 両者

の絶対値を比較する｡ すると, 人的資本の総合効

果 (0.3154) は日中の差異に与える影響が賃金決

定制度の総合効果 (0.0407) に比べて大きい｡ よっ

て, 仮説 2 が検証された｡

3 比例回帰分析の推定結果

上記の推定結果は平均値のみを考慮していた｡

しかし, Ⅲでも述べたように, 賃金の平均値のみ

を利用した場合, 推定結果にデータ自身における

異質性の問題が残る｡ よって, 比例回帰分析でも

推定した｡

表 6 の比例回帰分析から, 賃金の平均値および

指定される各分布比例値 (10％, 25％, 50％, 75

％および 90％) では, 日中の差異が異なっている｡

日中の差異は高労働所得層 (賃金における 75～90

％の比例分布) のほうが低労働所得層 (賃金におけ
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表 4 日本と中国における男女別・賃金関数 (勤続年数モデル)

中国 日本

男性 女性 男性 女性

基本モデル 係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値

勤続年数 0.0143*** 2.57 0.0212*** 2.93 0.0520*** 9.78 0.0109 1.52

勤続年数二乗 －0.0002 －1.22 －0.0002 －1.05 －0.0007*** －4.59 0.0005* 1.80

中学 －0.1438*** －4.23 －0.2237*** －5.54 －0.2447*** －3.23 －0.2202** －2.31

短大 0.2183*** 7.20 0.3344*** 9.85 0.0408 0.72 0.1998*** 3.95

大学 0.4986*** 13.90 0.6294*** 13.09 0.2998*** 8.54 0.3882*** 6.37

常数項 8.6472*** 148.21 8.3127*** 121.44 6.9849*** 189.62 6.7929*** 167.59

Number of obs 2736 2339 892 567

Prob>F 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

R-squared 0.1081 0.1317 0.3472 0.1797

Root MSE 0.6046 0.7014 0.4896 0.5183

拡張モデル
経験年数 0.0188*** 3.66 0.0208*** 2.96 0.0474*** 9.19 0.0078 1.13

経験年数二乗 －0.0003*** －2.14 －0.0002 －1.21 －0.0007*** －4.57 0.0005* 1.88

中学 －0.1165*** －3.57 －0.1952*** －5.11 －0.1945*** －2.57 －0.1832* －1.92

短大 0.1195*** 4.03 0.1775*** 5.16 0.0227 0.41 0.0907 1.63

大学 0.3219*** 8.56 0.3460*** 6.65 0.2158*** 5.66 0.2226*** 3.00

職業 あり あり あり あり

産業 あり あり あり あり

常数項 8.4244*** 134.65 8.2387*** 107.69 7.1491*** 114.47 6.8967*** 97.00

Number of obs 2736 2339 880 567

Prob>F 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

R-squared 0.2011 0.2251 0.4197 0.2753

Root MSE 0.5739 0.6649 0.4695 0.4943

出所：CHIP1999および KHPS2004より推定｡

注：1) *, **, ***はそれぞれ有意水準10％, 5％, 1％を示す｡

2) OLS の推定で, robust 修正を行う｡

3) 学歴のレファレンスグループ＝ ｢高校｣, 職業のレファレンスグループ＝ ｢事務職｣, 産業のレファレンスグループ＝ ｢製造業｣ で

ある｡

4) 拡張モデルでは, 職業および産業を推定したが, 本稿では掲載で省略している｡



る 10～25％の比例分布) に比べて大きいことが示

される｡

比例回帰分析の結果から, 平均値のみを利用す

る賃金関数の推定にデータ自身における異質性の

問題があり, 賃金所得が高いほど, 日中の差異が

大きいことが示された｡

Ⅴ まとめと今後の研究課題

本稿では, 日中の差異の要因について, JMP

モデルを用いた計量分析を通じ, 仮説 1 および仮

説 2 が検証され, 以下のことが明らかになった｡

第一に, 中国に比べ, 日本においては男女間賃

金格差が大きい｡

第二に, 人的資本および賃金決定制度が日中の

差異に寄与する｡

第三に, 賃金決定制度に比べ, 人的資本が日中

の差異に与える影響が大きい｡ 男女間の勤続年数

の相違が日中の差異の最も主要な要因である｡

第四に, 低労働所得層に比べ, 高労働所得層に

おける日中の差異が大きい｡

計量分析の結果から, 以下のことが提示される｡

第一に, 男女間の勤続年数の相違によって日中

の差異が生じることが明らかになった｡ したがっ

て, 日本において, 男女間賃金格差を縮小するた

めに, 勤続年数における男女格差を縮小すること

が重要な課題になると考えられる｡ 出産・育児期

における女性の継続就業を促進するため, ｢育児

休業制度｣ の徹底および育児サービスの充実が必

要であることが考えられる (四方・馬 2006)｡

第二に, 賃金決定制度の影響については, 以下

のことが考えられる｡ まず中国において, 経済改
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表 5 日本と中国における男女間賃金格差の差異に関する要因分解 (JMPモデル)

D中－D日

人的資本の量

①

観察される価格

②

ギャップ

③

観察されない

価格

④

人的資本

①＋③

賃金制度

②＋④

基本モデル1 －0.2747 －0.0016 0.0076 －0.2867 0.0060 －0.2883 0.0136

経験年数 0.0366 0.0003

学歴 －0.0432 0.0073

拡張モデル1 －0.2747 0.0114 0.0028 －0.3194 0.0305 －0.3080 0.0333

経験年数 0.0249 0.0081

学歴 －0.0294 0.0048

職業 0.0305 －0.0244

産業 －0.0146 0.0123

基本モデル2 －0.2747 －0.1880 －0.0190 －0.1357 0.0680 －0.3237 0.0490

勤続年数 －0.1423 －0.0313

学歴 －0.0457 0.0123

拡張モデル2 －0.2747 －0.1557 －0.0090 －0.1579 0.0479 －0.3136 0.0389

勤続年数 －0.1241 －0.0215

学歴 －0.0335 0.0068

職業 －0.0008 －0.0115

産業 －0.0024 0.0172

出所：CHIP1999および KHPS2004の個票により筆者推定｡

注：モデル１＝ ｢経験年数モデル｣, モデル２＝ ｢勤続年数モデル｣

表 6 日本と中国における男女間賃金格差に関する比例回帰分析の結果

年別 平均値 10％ 25％ 50％ 75％ 90％

日本 0.3250*** 0.2585*** 0.3012*** 0.3618*** 0.4218*** 0.3706***

0.0325 0.0566 0.0382 0.0206 0.0341 0.0586

中国 0.1645*** 0.2121*** 0.1549*** 0.1361*** 0.1081*** 0.0814***

0.0182 0.0287 0.0208 0.0164 0.0202 0.0240

F日－F中 0.1605 0.0464 0.1463 0.2257 0.3137 0.2892

出所：CHIP1999および KHPS2004の個票により筆者推定｡

注：1) 表の数値は quantile regression による ｢男性ダミー｣ の推定係数の差 (F日－F中) である｡

ほかには ｢勤続年数｣ ｢学歴｣ ｢職業｣ および ｢産業｣ を推定したが,掲載で省略している｡

2) ***はそれぞれ有意水準 1％を示す｡ 二段階の値は不均一分散の標準偏差である｡



革に伴って賃金決定制度が集権型から分権型に変

化した｡ それに伴い, 男女間賃金格差が拡大した｡

この問題を解決するために, 中国では ｢男女平等

の労働政策｣ の徹底が必要であると考えられる｡

また日本における労働組合に比べ, 中国における

労働組合が賃金決定に与える影響は小さい｡ 今後

中国における労働組合の機能向上が重要な課題に

なると考えられる｡

第三に, 職業および産業が人的資本要因の一部

分として日中の差異に寄与し, 男女間の職業分布

の相違および同じ職業についても男女賃金が異な

ることが両国における男女間賃金格差に影響を与

えていた15)｡ 両国とも, 男女間賃金格差を縮小す

るために, ｢同一労働同一賃金政策｣ の徹底が重

要であると考えられる (馬 2005b, 2006b；李・�

2006)｡

以上のように, 本稿の分析によって日中の男女

間賃金格差に関するいくつかの事実が明らかになっ

たが, 課題も残されている｡ 第一に, 今回の分析

で は , デ ー タ の 制 限 で CHIP1999 お よ び

KHSP2004の個票を利用したが, クロス・セクショ

ンの分析によって, 個体間の異質性の問題が残る

と考えられる｡ 今後中国パネルデータの調査が充

実することで, この課題に関するパネルデータの

分析が必要であると考えられる｡ 第二に, 本稿で

は, JMP モデルに基づいて日中労働市場におけ

る労働需給の状況が同じであることを前提条件と

した上で, 要因分解の分析が行われた｡ しかし,

両国における異なる労働需給が日中の差異に影響

を与えることも考えられる｡ このため, 雇用状況

の要因を含む実証分析は今後の研究課題としたい｡

＊本稿を作成する際に, 慶應義塾大学における文部省 21 世紀

COE プログラム ｢市場の質に関する理論形成とパネル実証

分析―構造的経済政策の構築に向けて｣ から研究助成を受け

た｡ 慶應義塾大学商学部清家篤, 樋口美雄, 八代充史, 中国

社会科学院・経済研究所李実の各教授から御指導および貴重

な助言を頂いた｡ 日本労使関係研究協会 (JIRRA) の 2006

年労働政策研究会議で報告する際に, 孫田良平教授および同

志社大学の石田光男教授に有益なコメントをして頂いた｡ こ

こに記して深く感謝したい｡ 文責の誤りは全て筆者に帰する｡

1) ｢人的資本｣ について, Becker (1964) や Mincer (1974)

などの研究では, ｢人的資本｣ が ｢一般的人的資本｣ と ｢企

業特殊的な人的資本｣ に分けられ, 実証分析の際には, ｢学

歴｣, ｢経験年数｣ および ｢勤続年数｣ が代理指標として利用

された｡

2) 『OECD 労働市場と社会政策臨時報告』 によれば, OECD

の各国における男女間賃金格差の理由としては, ① ｢性別職

域分離｣, ②家庭責任を女性の負担とする ｢性別役割分業｣

および ③男性には世帯主として ｢家族賃金｣ が支給される

のに対して, 女性の賃金は男性の何％かに固定される慣行の

三つが主要な要因であることが指摘されている｡

3) 男女間賃金格差の国際比較について, 男性を 100 とした場

合, 女性の時間当たり賃金率は, 日本 66.8 (2003 年), アメ

リカ 79.4 (2003 年), イギリス 80.6 (1999 年), フランス

74.1 (2002 年) である｡ (日本：厚生労働省 『賃金構造基本

統計調査 2003』; アメリカ：労働省 ��������	
�	�

��	�	������; イギリスとフランス：ILO ���������

�����
�
��
�������参照)｡

4) 『中国国家統計年鑑 2004』 によると, 国有企業における従

業員の数は 1990 年の 1 億 346 万人から 2003 年の 6876 万人

に激減したが, 民営企業における従業員の人数は 1990 年の

671 万人から 2003 年の 4922 万人に激増し, また, 外資企業

における従業員の人数は 1990 年の 66 万人から 2003 年の

863 万人に増加した｡

5) JMP モデルは, Juhn, Murphy and Pierce (1991) がは

じめて用いたもので, 人的資本および人的資本以外の要因が

男女間賃金格差に与える影響を分析するための計量モデルで

ある｡ 男女間賃金格差の国際比較に関する実証研究では, こ

のモデルがよく利用されている (Blau and Kahn 1992,

1996, 1997；Kidd 2001；2002)｡ なお, ｢JMP｣ という名称

は三人の姓の頭文字をとったものである｡

6) Blau and Kahn (1992, 1996, 1997) は EU における賃

金決定制度は集権型である一方, アメリカでは労働組合の団

体交渉を通じた賃金決定への影響力が弱く, 賃金はほとんど

外部労働市場の賃金相場によって決定されるため, その賃金

決定制度は分権型であると述べている｡ また, 分権型である

アメリカの男女間賃金格差は, 集権型である EU の賃金格差

に比べて大きいことを指摘している｡

7) Suen (1997) は, JMP モデルについて, 第三項の差別効

果が第四項の観察されない価格から完全に独立ではなく, 大

きい分布に ｢厚い末端｣ (thicker tails) があると, 賃金分

布における不平等度が大きくなり, これによって推定結果に

バイアスが生じると議論している｡ しかし, このような問題

点があるにしても, JMP モデルは男女間賃金格差の国際比

較に関する実証分析では標準的な手法であるため, 本稿では

JMP モデルを利用する｡

8) 計量分析において, 第二項および第四項の合計値が賃金構

造の差を示すが, 賃金決定制度が賃金構造の差に大きく影響

を与えるため, JMP モデルでは, 第二項および第四項の合

計値を賃金決定制度の代理指標として利用する｡

9) 日中とも, 賃金は基本給, 賞与および手当によって構成さ

れ, 金融財産所得, 移転所得や実物所得などのものは含めな

い｡ 日本の分析では, ｢時間当たり賃金率｣ を利用するが,

中国の分析では, ｢年間平均賃金｣ を利用するため, 若干バ

イアスが生じると考えられる｡ しかし, CHIP1999 における

正規雇用者の割合は 8 割以上であり, 中国における正規雇用

者の労働時間はほぼ一定である (週 40 時間) ため, バイア

スは小さいと考えられる｡ また日中比較では, 男女の差に関

する推定結果を利用するため, 推定結果のバイアスは少ない

と考えられる｡

10) 以下の分析では, 経験年数と勤続年数の説明変数をそれぞ

れ利用することによって, 推定モデルが経験年数モデルと勤

論 文 日中における男女間賃金格差の差異に関する要因分解
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続年数モデルの二つに区別される｡

11) 中国の地域は東部, 中部および西部の三つに分けられる｡

江蘇省および�寧省が東部地域であり, 北京市および河南省

が中部地域であり, 甘粛省および 山西省が西部地域である｡

12) 経験年数は ｢経験年数＝年齢－教育年数－ 5｣ として算出

する｡勤続年数について,中国の分析では, ｢勤続年数＝CHIP

1999 における 『現在の企業で勤める年数』｣, 日本の分析で

は, ｢『勤続年数』＝2004－KHSP2004 における 『あなたは現

在の企業・組織でいつから働いていますか』 という設問への

回答｣ として算出する｡

13) 本稿において, 基本モデルとは, 説明変数が経験年数 (あ

るいは勤続年数) および学歴である推定モデルであり, 拡張

モデルとは, 基本モデルの説明変数に職業および産業を加え

た推定モデルである｡

14) 現在の中国では, 結婚・出産の際に退職する女性は少ない

が, 厚生労働省 ｢第 1 回 21 世紀出生児縦断調査｣ (平成 14

年) によると, 日本では出産 1 年前に就業していた女性が出

産後に就業する割合は 32.2％であり, 無業は 67.4％である｡

つまり日本では出産退職をする女性が多いことが示されてい

る｡

15) 馬 (2005ｂ, 2006ｂ) は Brown モデルを用い, 日中とも

｢性別職業分離｣ の問題が存在したが, 職業内格差 (同じ職

業内についても男女賃金が異なること) は日本のほうが中国

より大きいことを示している｡
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